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1 詳細は「２．分析枠組み」を参照。 
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点から社会との関係性を規定するアプローチであり、ミクロからマクロを捉える「企業→社会」
の理論といえよう。そこで、このように企業と社会の関係性を捉える CSR の枠組みに関して、














 これは、競争優位を獲得するための経営資源の配分方法として CSR に着目する議論である。
この観点からは主に、競争的コンテクストから社会的投資に焦点を当てる議論と、企業固有の
内部資源や動的能力としての社会性に焦点を当てる議論という 2 つのアプローチが派生するこ
とになる（Garriga and Mele, 2004）。 
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主張する。この流れの中で、新しい競争優位をもたらす源泉として、「社会的倫理的資源や能力」














② 限界 ～企業と社会との関係性（コミュニケーション）の捉え方 




















下①で CSR に関する多様な先行研究を考察し、②においてその限界を指摘する。 
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っている（例えば、Wood and Lodgson, 2002）。また、90 年代後半ぐらいから、コミュニティ
に関する関心はグローバルなレベルにまで拡大するようになってきており、グローバルな主体
としての企業の責任を強調する「グローバルな企業市民」という概念が提示されているが、望











                                                          
5 この企業市民をどのように考えるかについても諸説が存在するが、Matten ら（2003）は、企業市民を 3
つの視点から区別する。すなわち、以下の 3 つである。 
①限定された視点：CSR を企業の社会貢献活動、社会的投資や地域貢献に対する責任に限定する視点 













理問題として CSR を受容するべきことになる。 
② 限界 ～企業と社会との関係性（コミュニケーション）の捉え方 
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 システム的な思考を具体的に援用しようとする試みとして、例えば Roberts は、構造化理論
（Giddens, 1979）の援用を示唆する（Roberts and Scapens, 1985; Roberts, 2001）。この構造
化理論によると、主体による「相互行為システム（ミクロ）」と「構造（マクロ）」を媒介する
「構造化の様相 modality」という 3 次元の関係から企業社会を理解することになる。すなわち、




7 「＜システム－環境＞図式（存在の視点） → ＜自己組織化＞図式（生成の視点） → ＜相互行為・関係＞図


















② 本稿における分析枠組み ～社会との関わり（コミュニケーション）の捉え方 
 上記でみたように企業社会を主体による「相互行為」と「構造」を媒介する「構造化の様相」













ョンとする NPO が、ステイクホルダーとの関わりを重視するのは当然（例えば柴, 2009）」と
いう前提があると考えることも可能である。しかしその一方で、一部の事業化に成功した NPO
を除いては、依然としてマネジメント手法の導入が進んでおらず、ステイクホルダーとの関わ
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 社会福祉協議会は、戦後、日本の占領軍 GHQ の指導の下、地域福祉を推進することを目的











 の 4 項目に整理している。すなわち、事業体であると同時に「地域福祉の推進を図る」とい
う重要な社会的ミッションを有する組織であることが規定されている。 
③ A市社会福祉協議会 










 本稿では、2010 年 11 月～2011 年 3 月に渡り 3 回開催された法人経営部会や 2011 年 6 月～




                                                          
10 A 市の人口は、町名別性別人口世帯数表（平成 24 年 9 月）によると 409,982 人である。 
11 他に、行政からの OB/OG を組織幹部や職員に受け入れていることが指摘されることも多い（例えば、
豊中市社会福祉協議会編, 2010; 塚口他, 2010）。 
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図表 1 当法人の抱える事業群 
  
事業名 事業名 
小地域ネットワーク活動推進事業  福祉団体連絡会 
コミュニティソーシャルワーカー配置促進事業  地区募金会 
ボランティア活動推進事業  精神保健福祉推進協議会 
献血推進事業  地域共同作業所連絡会 
福祉サービス利用援助事業  居宅介護等事業 
生活福祉資金貸付事業  移動支援事業 
住宅手当緊急特別措置事業  共同生活援助・介護事業 
善意銀行運営事業  地域活動支援センター事業 
災害時要援護者避難支援事業  障がい児療育支援事業 
自殺予防対策事業  障がい者相談支援事業 
住宅改造助成調査事業  障がい者活動支援事業 
乳児家庭全戸訪問事業  日中一時支援事業 
父子家庭日常生活支援員派遣事業  地域包括支援センター事業 
民生委員児童委員協議会  総合福祉会館管理運営事業 
保護司会  総合福祉センター管理運営事業 
赤十字奉仕団  知的障がい者更生施設管理運営事業 
ひとり暮らし老人会連絡会   
（出所：法人経営部会資料より著者作成） 
  














（出所：平成 23 年度（2011 年度）収支計算書より著者作成） 
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（3）資産損失の発生 

























 その結果、これらの方針のもと資金運用を始めた直後の 2008 年 9 月、いわゆる「リーマン
ショック」による世界的な金融危機の発生を受けて日経平均株価が急激に下落し、地域福祉活動
基金により2008 年 6 月に購入した株価連動債券（1 億円）と社会福祉基金により2008 年 10 月に
購入した株価連動債券（1 億円）14から合計約 9,300 万円15の損失を出してしまったのである。 
                                                          
12 事務局長や総務担当者らに対するインタビュー（2012 年 3 月 5 日）より。 
13 当法人は、社会福祉事業に活用することを目的として、「社会福祉基金（1983 年設置）」「地域福祉活動




ベルを、平成 15 年 4 月に記録したバブル崩壊後の日経平均株価最安値以下に設定しており、購入時の段階
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（4）信頼回復に向けた取り組み 
①資産損失発生前後の当法人における取り組み  







責任として事務局職員 2 人を、給与 10％カットを 6 ヶ月間とする処分を行った。 



















 監査法人による経営診断は、2010 年 8 月 27 日から、公認会計士 3 人による 5 日間に及ぶヒ
                                                                                                                                         
では株価にそこまでの影響が出ないとの予測をしていた経緯があります。しかし、その後の状況は周知の
通りであり、結果として損失を発生させることになりました。」と説明している。（2010 年 12 月 9 日ヒア
リングより） 
15 正確には、92,995,321 円。 
16 2010 年 5 月、「A 市社会福祉協議会における適正な資産運用を求める要請書」が市議会から提出されて
いる。 
17 「報告書＜A 市社会福祉協議会の着実かつ創造的な経営に向けて＞」（2011 年 3 月）より引用。 
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アリングによって行われた。ヒアリング内容は、法人の組織体制・事業概要・決算概要・法人
の課題・将来的な事業計画・業務システムの状況・情報管理体制など 72 項目に及び、常務理

















 当法人が実施する事業は、その性質により 5 つのグループに整理することができるが（図表
3）、第 1 群～第 3 群事業と第 4 群・第 5 群事業との間には事業を取り巻く環境に大きな差異が
ある。 




発生することは想定されておらず、事業にかかわる間接経費は市の補助金や第 4 群・第 5 群事
業の収益により賄われている。 
 一方、第 4 群・第 5 群事業については、介護保険法や自立支援法、指定管理者制度に基づき
当法人が自主的に実施している事業であり、他の福祉事業者や団体が同様な事業に取り組んで
                                                          





19 正職員について、50 歳以上が 41％と比較的高年齢に偏っているため、2016、2017 年度には 10 人（正
職員全体の 4 分の 1）が定年退職する見込みとなっている。 
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場合、当法人の持続的・安定的な経営に支障をきたす恐れがある。そのため、第 4 群・第 5 群
事業については、当法人が果たすべき役割や収支構造について十分に把握するとともに、継続
的な改善努力を行っていく必要がある。 
 そこで本稿では、第 4 群・第 5 群事業に着目し、分析を加えていく。 
 
図表 3 当法人の抱える事業群（整理後） 
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（2）第 4 群・5 群事業の課題（人員体制） 




















                                                          
20 ここでは、サービスの提供主体として、当法人以外に民間事業者が多数存在すれば「社協の役割」は低
く、逆に当法人以外の民間事業者が少なければ「社協の役割」は高いと整理している。 




23 例えば、「離職が止まらない介護スタッフ、職場の惨状」（日経新聞、2012 年 10 月 3 日）など、介護
スタッフの人材不足を伝える記事は多い。 
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（3）第 4群・5群事業の課題（事業継続の判断） 













 また、居宅介護等事業のシェアを平成 22 年度の総利用時間数をもとに測定してみると、第 1
位は㈱ケアライフで 15％、第 2 位が当法人で 14％、第 3 位以下は零細な事業所 62 団体がシェ
アを分け合う構造になっているが、上位 2 事業所のサービス対象者については、それぞれの内
訳に違いがみられる。具体的には、「知的」障がい者へのサービス提供について、㈱ケアライフ
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 以上の分析をもとに、居宅介護等事業を当法人が実施する意義について、居宅介護事業の「量」
と「質」の面から検討を加えた結果を示したのが図表 7 である。 
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多い。これら社会的企業を調査し、協働関係を構築するなど連携を強化することで当法人にと
って有意義な情報が得られるはずである。 
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図表 9 当法人が実施する事業とその対象者（ステイクホルダーを構成） 
  






























































































市内の一人暮らし老人会   
（出所：経営戦略プログラム策定委員会資料より引用、一部修正） 
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